
令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 2120

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

事業所 16,522 15,836 15,836

日 3 0 3 175 3 3 3 3 3 3

％ 0 0 0 100 150 100 100 100 100

事業所 50 63 100 136 100 100 100 100

件 80 0 80 206 80 292 80 80 80 80 80 80

人 23,000 0 20,000 0 20,000 14,007 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

件 15,000 40,283 20,000 40,786 25,000 30,000 30,000 30,000 15,000 30,000

千円 0 123 39 128 125 125 125

千円 0 123 39 128 125 125 125

千円 0 2,451 8,360 10,000 10,000 10,000 10,000

千円 0 500 3,167 2,047

千円 0 2,951 11,527 12,047 10,000 10,000 10,000

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 0 2,951 11,527 12,047 10,000 10,000 10,000

千円 0 2,951 11,527 12,047 10,000 10,000 10,000

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○ ○ ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

4

4

4

こおりやま産業博開催日数（商談会・企業内覧会及び一般公開）

活動指標② こおりやま産業博出展率（出展小間数／募集小間数）

活動指標③ こおりやま産業博オンライン出店事業者数

人件費

2024年度（令和６年度）

対象指標 市内の中小企業者数

指標名 指標名 単位
2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）

成果指標① こおりやま産業博　商談件数

成果指標② こおりやま産業博　来場者数

成果指標③ こおりやま産業博　ウェブサイトアクセス数

単位コスト（総コストから算出）こおりやま産業博　１商談あたりのコスト

産業観光部 産業雇用政策課

手段 意図（目的）

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境 今後周辺環境（予測） 住民意向分析

厳しい経営環境を乗り越え、企業が再生・発展するために、新たな連携・交
流の構築を図り、新規販路開拓、新製品・新技術の研究開発などを推進する
ことが求められていた。

新型コロナウイルス感染症の影響により、大規模な展示会の開催に一部慎
重な動きが見られていたが、今後はイベント等開催の活発化が見込まれ
る。
2021年度はオンラインのみ、2022年度は出展募集事業者数を限定するな
ど、感染対策を講じた上での開催とした。

新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い、大規模イベントは再開する動きが続くも
のと考えられる。
デジタル化に取り組む事業者は、市場環境等により今後も増加すると予測され、リアル
とオンラインを活用した開催が求められる。

2022年度は出店事業者数や会場内の飲食を制限するなどの感染対策を講じながら、３年
ぶりのリアル開催となったが、出展者、来場者の双方から、試食や会場内飲食を求める
声があった。
また、ウェブサイトやSNSの閲覧・リーチ数も一定以上あることから、引き続きオンライ
ンによる情報提供も求められている。

ー
商業・工業・農業・観光・福祉など幅広い分野の事業所が出展する「こおりやま産業博」を開催すると
ともに、ウェブサイトによる市内企業の情報発信、JETROやJICA、県からの情報を経済団体、事業者へ
提供する。

本市企業のＰＲ及び企業間交流の場の提供
大綱（取組） Ⅰ「産業・仕事の未来」

1 みんなが誇れる「郡山といえばこれ！」という産業があるまち

8.3

政策体系

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 郡山産品販路拡大事業

単位コスト（所要一般財源から算出） こおりやま産業博　１商談あたりのコスト

事業費

活動指標①

活動指標分析結果 成果指標分析結果

一般財源等

歳入計

歳出計（総事業費）

国・県支出金

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

総事業費（事業費・人件費）分析結果

３年ぶりのリアル開催となったが、新型コロナウイルス感染症対策として出展者数を限定したため、出展
事業者数は計画を下回ったが、オンライン出展事業者数は計画を上回る結果となった。
（※2022年度の活動指標②は出展事業者数）

出展事業者数や会場内での飲食について制限下での開催となったこともあり、来場者数については計画
を下回る結果となったが、商談件数やウェブサイトアクセス数は計画を大きく上回り、出展事業者や地
域産業にとって大きな成果となった。また、SNSによるPRも効果的であり、多くのアクセスがあった。
（Facebook：53,439、Instagram：45,571）

【事業費】
３年ぶりのリアル開催となったため、事業費は増加した
が、2019年度と比較すると減少している。（9,752千円）

【人件費】
３年ぶりのリアル開催となったため、人件費は増加した。

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、「こおりやま産業博」の開催を通じて、本市の企業の情報提供お
よび企業間の交流を促進するための事業である。
　令和４年度は３年ぶりにリアル開催となり、当初の予定通り、150団体の出展
者数となった。また、商談件数も目標値を大きく上回っており、同イベントが市
内企業の交流やマッチングに寄与していることが窺える。市は実行委員会へ参画
しているほか、政策開発課や産業創出課等は当日会場にブース出展し、農業、福
祉、商工、観光等の各分野における市政PRを行っている。
　今後においても、新たな販路拡大策や企業間交流創出の場として本市産業の活
性化を図るため、継続して事業を実施する。

ニーズ（小）

一次評価コメント

５　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

ニーズ（小）

代替事業（無）

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）
2022年度は３年ぶりのリアル開催となったが、出展者数や会場内での飲食を制限
した形での開催となった。新型コロナの５類移行に伴い、2023年度以降はコロナ
以前と同程度の規模での開催が見込まれる。
商談件数も増加傾向であり、市内事業者等にとって販路拡大や企業間交流のため
の貴重なイベントとなっている。
また、ウェブサイトやSNSのアクセス数からも市民等の関心の高さを知ることが
できる。
引き続き、SNS等を活用した効果的な周知を図るとともに、DXやGXなど時機を捉
えた出展内容となるよう努めながら事業を推進していく。

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度） ○５　成果指標
（目的達成度）

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度） ○

継続

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

ニーズ（大）

ニーズ（大）

二次評価コメント

継続

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 2140

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402

回 0 1 30 9 7 7 7 7

件 12 0 12 5 19 7 19 19 19 19

者 12 11 12 11 11 11 11 11 11 11

％ 30 40 30 52 40 50 45 50 55 60 30 55

件 0 1 20 27 40 45 50 50 0 50

件 597 1,214 597 902 597 1,050 597 597 597 597 597 597

千円 14 27 30 62 62 62 62

千円 9 18 20 36 36 36 36

千円 11,579 18,332 21,096 31,563 31,563 31,563 31,563

千円 5,655 5,571 10,263 5,571 5,571 5,571 5,571

千円 17,234 23,903 31,359 37,134 37,134 37,134 37,134

千円 5,786 7,507 9,878 15,662 15,662 15,662 15,662

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 11,448 16,396 21,481 21,472 21,472 21,472 21,472

千円 17,234 23,903 31,359 37,134 37,134 37,134 37,134

実計区分 評価結果 拡充 継続 継続 改善 継続 拡充

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○ ○ ○

3

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

3

3

4

代替事業（無）

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

国・県支出金

代替事業（有）

○
ニーズ（大）

ニーズ（大）

活動指標②

産業雇用政策課

まちづくり基本指針三次実施計画 まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 創業・事業承継支援事業 産業観光部

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

2020年度（令和２年度）

住民意向分析

新型コロナウイルス感染症に続く、物価・エネルギー価格の高騰により、支援を必要と
する事業者は多く、また、経営者の高齢化に伴う事業承継の必要性が高まっている。

2023年度（令和５年度）
単位

物価・エネルギー価格の安定化の見通しは立っておらず、人員・人材の不足も大きな課
題となっている。また、地域経済や雇用維持の観点からも事業承継に対する継続した支
援が必要とされる。一方で新たな環境として、雇用体系の変化や働き方改革等により、
創業や副業も含めた自分新しい働き方を求める流れもあり、クラウドファンディングに
よる資金調達やニューノーマル対応によるビジネス、DX・GXに対する需要が高まること
が予想される。

指標名

活動指標①

対象指標 市民

成果指標分析結果

○

ニーズ（小）

二次評価コメント

　当該事業は、起業家の育成や空き店舗の活用、後継ぎマッチング等を実施する
ことで、創業や事業継続など産業振興を図る事業である。
　令和４年度は、創業や事業承継、クラウドファンディングに関するセミナーを
オンラインを活用しながら実施した。また、クラウドファンディングを８件支援
し、そのうち市内６件に対し補助金を交付した。事業承継については、中小企業
において後継者の育成が課題となっている中、アンケート調査やハンズオン支援
を行う「潜在的な後継者不在企業に対する事業承継促進事業」を新たに実施した
ことで、相談件数が27件と計画を上回った。
　今後においても、創業支援や事業承継支援による経済の活性化を推進するた
め、継続して事業を実施する。

継続

継続

代替事業（有） 事業承継については、2022年度から伴走支援の実施や関係機関との連携会
議を開催するなどの取り組みを強化してきたところであり、事業者の事業
承継に対する意識の醸成や円滑な承継に向け、長期的な支援が必要とな
る。
創業支援については、創業支援等事業計画に基づくこれまでの支援に加
え、2023年度からは新たな補助制度を創設し、市内での起業・創業を促進
していく。
アフターコロナや物価高騰の状況下において、事業者や消費者のニーズを
的確にとらえた施策を推進できるよう、商工会議所等の関係機関と連携を
図りながら、事業に取り組んでいく。

事業承継については、プライバシーに配慮したオンラインでのセミナー開催や伴走支援の実施により、
事業者の後継者不在に対する意識は高まりつつある。
また、新型コロナや物価・エネルギー価格の高騰等の不利な状況下においても、販路開拓や創業に取り
組む事業者に対し、創業支援等事業計画に基づく支援を行った結果、創業支援者件数は計画を上回っ
た。

人件費

歳出計（総事業費）

事業承継計画策定事業者の割合

成果指標③

成果指標②

単位コスト（総コストから算出）創業支援者１件あたりのコスト

手段

○

現状周辺環境 今後周辺環境（予測）

政策体系

大綱（取組） Ⅰ「産業・仕事の未来」

1 みんなが誇れる「郡山といえばこれ！」という産業があるまち

8.3

少子高齢化の進展に伴う人口減少や東日本台風・新型コロナウイルス感染
症・福島県沖地震などの影響により、経営者にとって、今後も厳しい経営環
境が続くことが予想され、中心市街地の空洞化による歩行者数の減少など、
創業することの難易度が高まっている。また、融資や補助金以外の新たな資
金調達の需要が高まっている。

事業開始時周辺環境（背景）

成果指標①

まちづくり基本指針六次実施計画

意図（目的）

創業支援等事業計画に基づく創業支援等事業として、民間事業者との連携による講座等を開催するほ
か、新規創業支援やクラウドファンディングによる資金調達支援、事業拡大に伴う伴走支援を実施す
る。また、市内商店街の空き店舗の活用や後継ぎマッチング支援等を実施する。

起業家の育成、空き店舗の活用、後継ぎマッチング等を実施することで、創業や事業継続など産業振興
を図る。

新型コロナウイルス感染症の影響は薄れてきたものの、物価・エネルギー
価格の高騰やゼロゼロ融資の返済開始など、事業者を取り巻く環境は依然
として厳しい状況である。
一方、民間信用調査会社によると、国内企業の後継者不在率が60％を下回
るなど、徐々にではあるが事業承継に対する意識が高まってきている。

セミナー・交流会開催数

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

〇 具体的なカイゼン策
・これまでの空き店舗・チャレンジショップ出店への支援に加え、ニューノーマルへの対応として、
2021年度から「産業DX推進事業」に着手し、テレワーク環境の整備やECサイトの構築等の事業者の
DX化推進を支援している。
・事業承継については、2022年度から事業として明確化し、当事業についても従来の「創業支援事
業」から「創業・事業引継ぎ支援事業」へと変更したところであり、「こおりやま中小企業活性化事
業」内で実施していた事業承継にかかる事業についても、今年度以降は当事業に統合し、これまでの
相談対応やセミナー開催に加え、アンケート調査やハンズオン支援を実施するなど、後継者不足の解
消に向けた取組を推進する。
〇 カイゼンの明確な時期
・産業DX推進事業については2021年度中に補正予算対応し、2022年度においても継続実施してい
る。
・事業承継については、第6次実施計画策定時において双方の事業内容及び指標等の整理を行う。
(3) カイゼンのために必要な事項・関係する所属
・実施主体である郡山商工会議所と連携を図りながら引き続き出店者を募集する。

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

認定連携創業支援事業者数

指標名

補助金交付申請者数

創業支援者件数

事業承継相談件数

単位コスト（所要一般財源から算出） 創業支援者１件あたりのコスト

事業費

その他

2024年度（令和６年度）

活動指標③

５　成果指標
（目的達成度）

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

２　公平性

創業や事業承継、クラウドファンディング活用にかかるセミナーをオンラインも活用し開催した。
クラウドファンディングについては、こおりやま広域圏内の8件を支援し、そのうち市内事業者6件に対し
補助金を交付した。
商工会議所や金融機関、創業支援機関とネットワークを形成し、情報交換・共有等による連携を図ったほ
か、支援機関等による講座・相談会の開催やコワーキングスペース等の創業支援情報を発信した。

１　規模・方法の妥当性

総事業費（事業費・人件費）分析結果

【事業費】
「潜在的な後継者不在企業に対する事業承継促進事業」
（5,544千円）を新たに実施したこと等により、事業費は
増加した。

【人件費】
新たな事業を実施したことや、アフターコロナに向けた支
援機関との連携による取り組み推進したことから、人件費
は増加した。

一次評価コメント

ニーズ（小）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性
0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6263

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2022年度 2025年度

人 1,162 1,251 1,348

人 65 57 70 57 75 47 80 85 90 95

人 180 266 200 274 220 278 240 260 280 300

日 150 111 150 83 300 92 300 300 300 300 300 300

人 5 0 6 3 7 5 8 9 10 11 7 10

人 3 1 4 3 5 1 5 5 5 5 5 5

千円 89 105 92 33 33 33 33

千円 31 105 92 33 33 33 33

千円 6,479 7,011 7,112 7,471 7,471 7,471 7,471

千円 3,558 2,188 1,862 2,916 2,916 2,916 2,916

千円 10,037 9,199 8,974 10,387 10,387 10,387 10,387

千円 3,239 0 0 0

千円

千円

千円

千円 6,798 9,199 8,974 10,387 10,387 10,387 10,387

千円 10,037 9,199 8,974 10,387 10,387 10,387 10,387

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

3 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

2

4

3

4

2
５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（小）

ニーズ（小）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、就労困難者等を対象に、社会参加と生活基盤の安定を図るため、
個人の意欲に応じた働き方ができるよう業務委託により総合的な支援を実施する
事業である。
　就労支援講座参加者延日数は年々増加傾向にあり、自立・就労に向けたた意識
や意欲の向上が図られていることが窺える。
　一方で、就労相談延人数は昨年度と比べ減少している。また、就労体験実施日
数についても計画値に届いておらず、就労に結び付く人数の増大には至っていな
い。市内の不安定就労者・就労困難者は増加傾向にあり、潜在的な要支援者はい
ると推察されるため、今後においては、対象者の掘り起こしやアウトリーチの具
体的な策を検討し、相談件数や事業登録者数の増加、さらには就労に結び付くよ
う努める必要がある。

二次評価コメント

代替事業（無）

活動指標分析結果

人件費

歳出計（総事業費）

「就労相談延人数」は、昨年度を下回ったが、対象指標である「市内の不安定就労者・就労困難者登録実人
数」が増加しており、要支援者が減少したわけではないと分析している。
　「就労支援講座参加延人数」は計画値も昨年度実績も上回った。これは、長期にわたり自立に向けて切れ目
ない支援を行った結果、以前より自立・就労に向けた意識意欲の向上が図られていると分析している。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

国・県支出金

１　規模・方法の妥当性

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

一般財源等

歳入計

その他

2 楽しくてやりがいのある満足できる仕事のあるまち

1.2/8.1
8.5/8.8

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

〇
大綱（取組）

就職活動に移行できた実人数

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

単位

新型コロナウイルス感染症の影響により無業者となったことをきっかけにひきこもり状態になっ
たなど、コロナ禍による制限等がなくなり、経済活動が活発化しているものの、不安定就労者及
び就労困難者を取り巻く雇用環境は厳しいものと推測される。それを表す傾向として、国の就労
支援機関である「福島県県中・県南地域若者サポートステーション」の登録人数は、1,348人と
年々増加傾向にある。一方で、就労環境もテレワークなど新しい働き方が導入されてきているこ
とから、関係機関と連携し、誰一人取り残さない切れ目ない継続した就労支援が求められる。

事業費

単位コスト（総コストから算出）就労体験実施日数、就職活動に移行できた実人数、進路決定者数　１件あたりのコスト

総事業費（事業費・人件費）分析結果

 「進路決定者実人数」は。昨年度及び計画値を下回ったものの、「就労体験実施日数」、「就職活動に移行
できた実人数」は、計画値には到達しなかったものの、昨年度の実績を上回ったことから、自立に向け継続
して支援してきた結果が表れていると分析している。

成果指標分析結果

ニーズ（大）

ニーズ（大）

【事業費】
　「就労体験実施日数」が昨年度より増えたことから、事業
費が増額となった。

【人件費】
　委託事業者からの報告及び協議事項についてメール等を多
用し、事務効率化を図ったことにより、人件費が削減され
た。

一次評価コメント

代替事業（有）

○

手段 意図（目的）

１　15歳から59歳までの、不安定就労者や就労困難者等の相談窓口設置
２　キャリア面談、就職準備講座、就労体験等の就労支援を実施
３　関係機関との意見交換会の実施

15歳から59歳までの、フリーター及びニートなどの不安定就労者や、高齢化・複雑化する就労困難者の
社会参加と生活基盤の安定を図るため、個人の意欲に応じた働き方ができるよう切れ目のない支援を実
施する。

2024年度（令和６年度）

○

継続

改善

代替事業（有）
　本事業の最終目的である「就業」「就職」は、雇用情勢等社会環境の影響を受
けやすいため、成果を常に向上させることは困難であるが、長期的、継続的に支
援してきた結果、効果は着実に指標の一部に表れてきている。
　また、本事業は、2019年度より対象者の受け入れを広域圏に拡大し実施してい
る。（2022年度実績：相談件数11件）国もひきこもり状態にある方や就職氷河期
世代（概ね37歳～52歳）への支援を強化しており、保健福祉部・こども部及び関
係機関との連携強化により対象者の掘り起こしやアウトリーチ機能の強化を模索
しながら事業運営を図っているため、「継続」とすることが適当であると考え
る。

内閣府が発表した「令和４年度版子供・若者白書」によると、2021年の15歳～39歳の若
年無業者数は全国で75万人、15～39歳人口に占める割合は2.3%であり、対前年比で、人
数で12万人、割合で0.4％減少しているものの、不安定就労者や就労困難者の予備軍とさ
れる中学生の不登校率は、2020年度で4.09％と８年連続で前年を上回っている。なた、
同じく内閣府が発表した「こども・若者の意識と生活に関する調査」によると、15歳～
64歳のうち、ひきこもり状態にある人は、全国で146万人、この年代の約50人に一人の割
合になっている。

就労相談延人数

市内の不安定就労者・就労困難者登録実人数

進路決定者実人数

単位コスト（所要一般財源から算出） 就労体験実施日数、就職活動に移行できた実人数、進路決定者数　１件あたりのコスト

５　成果指標
（目的達成度）

2020年度（令和２年度）

Ⅰ「産業・仕事の未来」

多様な働き方支援事業

住民意向分析

2022年度に受託者が行った利用者アンケートによると、「就労する自信がついたか」の
問いに、「かなりついた」、「まあまあついた」と回答した割合が77％、「就労体験を
受けたことでの変化」についての設問において「働く意欲が沸いた」と回答した割合が
60%となっている。また、支援講座への参加者実績は増加しており、就労に至る参加者は
少ないものの、一定の効果があると分析している。

政策開発部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

産業雇用政策課

就労体験実施日数

指標名指標名

就職支援講座参加者延人数

フリーター・ニートは職業的キャリアが乏しく、基本的なビジネスマナーな
ども習得していない者が多いため就職が非常に難しい。社会的にもフリー
ター・ニートの増加は、将来の産業や社会を支える人材が不足するという重
大な問題に発展することが懸念されているため本事業を開始した。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

政策体系

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6416

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 320,787 326,402 324,586

回 1 0 1 0 1 0 1 1 1 1

回 1 0 1 1 1 0 1 1 1 1

回 1 3 1 4 1 10 1 1 1 1

箇所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千円 99 158 300 308 308 308 308

千円 99 158 300 308 308 308 308

千円 3 3 0 8 8 8 8

千円 296 785 3,001 300 300 300 300

千円 299 788 3,001 308 308 308 308

千円 0

千円 0

千円 0

千円 0

千円 0 788 3,001 308 308 308 308

千円 299 788 3,001 308 308 308 308

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

成果に至って
いない

○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

4

成果に至って
いない

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度） ○５　成果指標
（目的達成度）

ニーズ（小）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、中心市街地をはじめ、地域の活性化に寄与する商業施設等のあり
方について研究し、誘致に向けた活動を推進する事業である。
　令和４年度においては、福島県商業まちづくりの推進に関する条例により大型
商業施設の立地には制限等がある中で、福島県との意見交換を継続して行ってい
るが、成果指標である立地の実現には至っていない状況である。
　市民提案制度の中でも、立地には一定のニーズがあり、また、本市商業の振興
には複合商業施設のみならず、小売商業全般の振興が必要であることから、令和
４年６月に策定した「郡山市商業まちづくり基本構想」に基づき、今後も複合商
業施設等の積極的な誘致や整備を推進するため、継続して事業を実施する。
　なお、中間アウトカム（マイルストーン）となるような成果指標の設定を検討
する必要がある。

継続

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

代替事業（無）

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

【事業費】
先進地視察等を行わなかったことから、事業費は発生しな
かった。

【人件費】
市街化調整区域における大型商業施設出店の相談があった
ことから、その調整等における事務処理により、人件費が
増加した。

一次評価コメント

総事業費（事業費・人件費）分析結果

歳入計

○５　成果指標
（目的達成度）

ニーズ（小）

商業施設の立地に向けて、解決すべき課題の洗い出しはなされているが、課題の難易度が非常に高すぎ、
解決に向けて進展を図ることが困難なため、研究会は開催しなかった。
なお、既存特定小売商業施設の建替えについて、県の担当者と電話での意見交換等を行った。

現状では、商業施設の立地に至っていない。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

代替事業（有）
商業施設の誘致に関しては、市民提案制度にも意見が寄せられており、市民ニー
ズが高いところではあるが、事業者の想定する商圏人口の問題や商業施設の立地
に関する様々な法規制など課題を有している。このような中、本市における商業
の現状や問題点を整理し、商業まちづくりの推進に係る基本的な方針を示す、
「郡山市商業まちづくり基本構想」を2022年6月に策定したところである。
今後も日和田ショッピングモールフェスタなど、既存店舗の建替えを含む事業者
の開発プラン等の情報収集に努めるとともに、郡山市商業まちづくり基本構想に
基づき、商業施設の適切な誘導を進めていく。

その他

活動指標分析結果 成果指標分析結果

単位コスト（総コストから算出）活動１回あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 活動１回あたりのコスト

事業費

人件費

歳出計（総事業費）

国・県支出金

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

一般財源等

成果指標③

単位
2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

成果指標① 複合商業施設立地数

活動指標① 複合施設整備研究会開催回数

活動指標② 先進地視察

活動指標③ 県との意見交換・情報収集等

対象指標 市民数

指標名 指標名

成果指標②

市民提案制度などにより、アウトレットモールなど大型商業施設誘致に対する意見が出
されている。

－
　中心市街地をはじめ、地域の活性化に寄与する商業施設等のあり方について研究・推進する。（特に
高速交通網の本市の特性を活かしたインター付近等への複合施設等のあり方について検討する。）

アウトレットなどの大型ショッピングモールを誘致、県内・県外行きのバスプールも兼ねた大型モー
タープールも併設、大型の屋内子どもパーク、子ども図書館　シネコンを建設できるよう条件整備を図
り、民間デベロッパーと都市計画のマッチングを図る。

大綱（取組）

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 商業施設等誘致活動事業 産業観光部 産業雇用政策課

手段 意図（目的）

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境 今後周辺環境（予測） 住民意向分析

Ⅰ「産業・仕事の未来」

1 みんなが誇れる「郡山といえばこれ！」という産業があるまち

8.3

政策体系

本市商業を取り巻く環境は厳しく、中心市街地をはじめ各地域の商業の活性
化が必要である。

郡山南インター線沿いや郡山中央スマートインター周辺については、ほ場
整備が完了した集団的優良農地であり、農業振興地域農用地区域に指定さ
れている。また、都市計画法上は市街化を抑制すべき市街化調整区域に指
定されており、法に基づき商業施設としての土地利用が規制されている。

法規制への対応が大きな課題であるが、ICTの急速な進展による電子商取引の拡大などの
影響から、商業施設も単なる物販販売だけではなく、防災や子育て支援などの機能を兼
ね備えた複合商業施設としての開発や日和田ショッピングモールフェスタの建替えの動
きもあることから、時代の流れに応じた商業施設のあり方を検討する必要がある。

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

ニーズ（大）

ニーズ（大）

二次評価コメント

2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度）

継続

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 10010

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

事業所 15,836 15,836 15,836

回 4 0 5 0 5 3 4 4 4 4

件 100 120 100 84 100 86 100 100 100 100

人 ‐ 0 ‐ 0 100 98 100 110 120 130 120

人 1,000 330 300 949 500 1,042 1,000 1,050 1,100 1,150 300 1,100

％ ‐ 70 ‐ 73 73 75 75 77 79 81 79

千円 470 255 622 304 304 304 304

千円 310 255 186 283 283 283 283

千円 1,029 652 55,556 29,398 29,398 29,398 29,398

千円 851 877 5,445 1,000 1,000 1,000 1,000

千円 1,880 1,529 61,001 30,398 30,398 30,398 30,398

千円 42,794 27,100 27,100 27,100 27,100

千円

千円

千円 641 0

千円 1,239 1,529 18,207 3,298 3,298 3,298 3,298

千円 1,880 1,529 61,001 30,398 30,398 30,398 30,398

実計区分 評価結果 拡充 継続 継続 継続 継続 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○ ○ ○

3

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

3

3

3

4

2023年度（令和５年度）
単位

我が国の景気は、コロナ禍に加え国際情勢による原材料等の高騰により、
大幅に下押しされており、国難とも言うべき厳しい状況に置かれ、感染拡
大の収束がが見通せず、消費の落ち込み、経済の停滞が長引くことで、多
くの中小企業等の経営を圧迫している。

セミナー開催数

市内の中小企業者数

BCP（事業継続計画）策定事業者の割合

セミナー参加者数

指標名

SNS等情報発信件数

　人口減少や少子高齢化、中心産業の変化など社会・産業構造の変化に加
え、消費者ニーズの多様化、グローバル競争の激化、情報通信技術の進展等
など経営環境の変化により、本市のみならず全国の中小企業及び小規模企業
を取り巻く近年の環境は非常に厳しい状況が続いている。
　2017年には、地域社会全体で中小企業等の持続的発展を推進するため、
「郡山市中小企業及び小規模企業振興条例」を制定した。

国・県支出金

一般財源等

歳入計

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度）

手段 意図（目的）

中小企業や小規模企業の成長発展、持続的発展を目指し、様々な課題に対応するための関連施策をパッケージ化
し、事業展開を図る。

中小企業及び小規模企業、支援機関、教育機関、士業等との連携・協力により、様々な課題に応じた取組を実施
し、本市中小企業及び小規模企業の成長発展、持続的発展など、郡山市中小企業及び小規模企業振興基本条例の理
念の実現を目指す。

中小企業は、地域経済と雇用を支える重要な存在であり、感染症拡大や物価高騰の影響
が広がるなか、国においても「総合緊急経済対策」により、事業者への支援に取り組ん
でいる。
中小企業等においては、感染症等のリスクを可能な限り小さくするため、BCP（事業継続
計画）の策定、ビジネスモデルの再構築、インボイス制度や電子帳簿保存法への対応な
ど、変化に対応する力が今後ますます必要となってくる。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

○

政策体系

Ⅰ「産業・仕事の未来」

1 みんなが誇れる「郡山といえばこれ！」という産業があるまち

8.3
大綱（取組）

こおりやま中小企業活性化事業

住民意向分析

新型コロナウイルス感染症の影響や物価高騰により、事業者向けの支援策に関する問い
合わせが多くなっている。また、新分野展開、業態転換などの事業再構築への取組が求
められている。

産業観光部 産業雇用政策課

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）
指標名

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

活動指標①のセミナー開催数は、郡山地区商工会広域協議会がインボイスセミナーを開催しなかったこと
から目標に達しなかった。活動指標②のＳＮＳ等情報発信件数は86件と目標に迫る数の情報を発信した。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

活動指標①

３　効率性

市債

人件費

歳出計（総事業費）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

ニーズ（小）

ニーズ（小）

対象指標

単位コスト（所要一般財源から算出） セミナー参加者１人あたりのコスト

事業費

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

SNS等登録者数

単位コスト（総コストから算出）セミナー参加者１人あたりのコスト

継続 （参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、地域が一体となって本市の中小企業の持続的な発展及び関係団体
との連携を図りながら、地域経済の活性化を目指す事業である。
　メイン事業であるセミナー開催については、予定２団体のうち１団体がインボ
イスセミナーを実施しなかったことにより開催回数は計画値に達しなかったが、
参加者数はほぼ計画値を達成した。また、ＳＮＳ等情報発信についても前年度と
同程度実施し、登録者数も順調に数を伸ばしている。なお、事業費が増加してい
るが、これは事業者の経営体質強化や燃料代高騰による事業者支援のため、業種
別団体への物価高騰対策推進支援事業や運送事業者等への車両維持支援事業を
行ったことによるものである。
　今後においても、市内事業者の大多数が中小企業であり、地域経済振興及び雇
用支援のため、継続して事業を実施する。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

成果指標①のセミナー参加者数については、ほぼ目標値を達成しており事業の重要性が確認できた。成果指標②の
ＳＮＳ等登録者数については、新型コロナウイルス感染症や物価高に関連する各種支援策をはじめ、産業ＤＸや産
学金官連携情報など、有意義でタイムリーな情報を発信したことにより、目標値を超える登録者数となった。成果
指標③のＢＣＰ（事業継続計画）策定事業者の割合については、75％と目標値を超えており、事業の効果が表れて
いる。

○

継続

代替事業（有）
インボイスセミナーやＢＣＰ（事業継続計画）セミナーなど事業者のニーズに
沿った内容でセミナーを開催したことにより、ほぼ想定通りの参加があった。今
後も事業者のニーズに沿ったるセミナーを開催していく。
ＳＮＳ等登録者数も年々増加しており、今後も事業者にとって有意義でタイム
リーな情報を発信していく。
また、不安定な国際情勢が続く中、国の交付金等を活用し、時代や事業者のニー
ズに沿った活性化支援策を行っていく。

代替事業（無）

成果指標分析結果

一次評価コメント

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

ニーズ（大）

ニーズ（大）

二次評価コメント

○

【事業費】
コロナ禍に加え、不安定な国際情勢による原材料の高騰の
中、事業者の経営体質強化や運送事業者の車両維持支援を
行ったことから、事業費が増加した。

【人件費】
国の臨時交付金を活用した新規事業を実施したことから、
人件費が増加した。

2024年度（令和６年度）

代替事業（有）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 10049

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

事業所 16,522 15,836 15,836

種 1 0 1 4 4 4 5 6 6 6

事業所 200 196 250 245 300 253 350 400 450 500

件 40,000 47,059 50,000 63,645 50,000 71,123 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

件 2 4 30 4 35 40 45 50 2 45

千円 543 540 80 70 62 56

千円 543 540 80 70 62 56

千円 504 1,098 990 1,435 1,435 1,435 1,435

千円 1,353 1,077 1,169 1,353 1,353 1,353 1,353

千円 1,857 2,175 2,159 2,788 2,788 2,788 2,788

千円 0

千円 0

千円 0

千円 0

千円 1,857 2,175 2,159 2,788 2,788 2,788 2,788

千円 1,857 2,175 2,159 2,788 2,788 2,788 2,788

　 実計区分 評価結果 継続 改善 継続 継続 継続 拡充

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○ ○ ○ ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

3

4

4

農福商工連携マッチング数

○

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）

農福商工連携マッチング１件あたりのコスト

Ⅰ「産業・仕事の未来」

1 みんなが誇れる「郡山といえばこれ！」という産業があるまち

8.3

国・県支出金

大綱（取組）

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）

手段 意図（目的）

農業、福祉、商業、工業の分野における事業者間の連携を促進するとともに、コロナ禍におけるニューノーマル対
応型のビジネスマッチングを支援する。

2024年度（令和６年度）

新型コロナウイルス感染症の影響は薄れてきたものの、物価・エネルギー
価格の高騰やゼロゼロ融資の返済開始など、事業者を取り巻く環境は依然
として厳しい状況である。
また、大規模な展示会等の減少により、事業者同士の接点が減り、連携の
機会が減少している。

こおりやま農福商工連携企業・団体ガイドの掲載業種数

市内の中小企業者数

特設サイト「こおりやま農福商工連携企業・団体ガイド」を開設し、農業、福祉、商業、工業の分野における事業
者間の連携を促進する。

単位

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

政策体系

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

農商工連携推進事業

住民意向分析

物価・エネルギー価格の高騰や人員・人材不足の状況下において、オンラインによる事
業者情報の提供は、時間や場所に縛られず、費用負担もないことから、連携先を探す事
業者にとって有用であり、引き続きニーズはあると予想される。

産業観光部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

産業雇用政策課

こおりやま農福商工連携企業・団体ガイドの閲覧件数

指標名指標名

こおりやま農福商工連携企業・団体ガイドの掲載事業所数

我が国を取り巻く産業構造の変化により、一つの企業、一つの業界だけでは
産業の振興が図れず、様々な企業・業界が連携することが求められており、
６次産業化の時代となっている。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度）

新型コロナウイルスの５類移行に伴い、大規模な展示会等も徐々に再開することが見込
まれるが、物価・エネルギー価格の安定化の見通しは立っておらず、人員・人材の不足
も大きな課題となっている。

今後周辺環境（予測）

農福商工連携マッチング１件あたりのコスト

歳入計

単位コスト（所要一般財源から算出）

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

一般財源等

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

事業費

その他

人件費

活動指標分析結果

商工会議所会報誌へのチラシ封入や産業博出展事業者への配布など、機会を捉えて掲載事業所数の増加に
努めた。

２　公平性

コロナ禍において、ニューノーマル対応のオンラインでのマッチングは同業種や
異業種間の連携先を探す事業者にとって有用な手段となり、サイトの閲覧数も増
加傾向であることから、引き続き機会を提供し、連携の推進を図っていく。
また、関係団体等との研究会設置やセミナー開催等の手段により、農福商工連携
の更なる推進を図っていく。

１　規模・方法の妥当性

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、農福商工連携企業・団体ガイド等を通して事業者間のマッチングにより
産業の振興を図ると共に、今日の産業構造の変化に対応するため、農業・商業・工業等
の多様な企業・業界の連携により、異分野間の取引促進についても拡大して実施する事
業である。
　令和４年度は、掲載する分野及び企業数が、農・福・商・工の４分野、253企業となっ
ており、企業ガイドのサイト閲覧数は昨年度よりも増加した。しかし、マッチング数は
４件と、計画値である30件には届かなかった。
　産業のボーダレス化が進展する中、さらなる農商工連携促進のため関連機関の連携が
求められていることから、JETRO、JA、商工会議所、金融機関等とも連携し、マッチング
機会の増加を図りながら、拡充して事業を実施する。
　なお、成果指標であるマッチング数は本事業の目的の一つであるが、直接事業者同士
で行われた取引は把握が難しい面もあることから、把握の手法について検討する必要が
ある。

ニーズ（大）

ニーズ（大）

二次評価コメント

代替事業（無）

○

成果指標分析結果

ニーズ（小）

ニーズ（小）

【事業費】
2021年度にウェブサイトのリニューアル完了したことか
ら、事業費は減少した。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

閲覧件数は、前年及び計画を大きく上回った。
マッチング数は、前年と同数であった。

【人件費】
前年度と大きな変化はない。

一次評価コメント拡充

○

拡充

代替事業（有）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 10050

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2022年度 2025年度

人 7,539 7,444

社 20 21 20 21 30 30 30 30

人 100 127 100 62 150 150 150 150

％ 70 83 80 75 84 86 88 90 80 88

人 10 18 10 23 20 24 26 28 10 26

千円 38 65 33 32 32 32

千円 38 65 33 32 32 32

千円 3,793 3,652 3,900 3,900 3,900 3,900

千円 1,722 1,862 1,722 1,722 1,722 1,722

千円 0 5,515 5,514 5,622 0 5,622 0 5,622 5,622

千円

千円

千円

千円

千円 0 5,515 5,514 5,622 0 5,622 0 5,622 3,900

千円 0 5,515 5,514 5,622 0 5,622 0 5,622 5,622

実計区分 評価結果 継続 拡充 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○ ○ ○

3

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

3 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

2

4

3

4

4

2 楽しくてやりがいのある満足できる仕事のあるまち

1.1 1.2 4.4
4.5 8.1 8.2
8.3 8.5 8.6
8.8 9.2

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

大綱（取組）

単位コスト（総コストから算出）

単位コスト（所要一般財源から算出）

事業費

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

 「参加してよかった」と回答した参加者割合

指標名指標名

参加学生等実人数

参加学生実人数、エントリー者数

受益者負担金（使用料、負担金等）

成果指標③

成果指標②

【人件費】
　委託事業者選定及び事業者との協議等に係る経費であ
り、前年度と大きな変化はなく、妥当なものと分析する。

一次評価コメント

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

二次評価コメント

【事業費】
　人件費、広報費、オンライン配信のための会場賃借料等
業務委託に要する経費であり、妥当なものと分析する。

○

拡充

改善

成果指標①

代替事業（有）

代替事業（有）

　本事業の目的は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、県を跨いだ移動が制限され、就職
活動前のインターンシップや業界研究の機会を失った学生への支援策であったが、これを機にウェブ
を活用した採用活動が主流となり、学生も移動時間や交通費などの負担もないため、参加者からは好
評であったと分析している。また前年度参加者の就職活動状況を調査したところ、参加者のうち、23
名が参加企業へエントリーしており、本市の魅力ある企業と本市での就職を希望する学生とのマッチ
ングに一定の効果があったと分析している。
　大手就職情報サイトにおいても同様の事業を実施しているが、オンライン環境による地元企業の情
報収集ニーズは高い。しかしながら同じようなコンテンツが多数あり、コンテンツの差別化が図られ
ておらず認知度の高い企業ばかりに学生の目が向く傾向にある。このような中、本市に特化した企業
情報の提供の場を確保することは、他のオンラインイベントとの差別化が図られ、本市の企業情報を
知りたい学生に対し、ダイレクトに伝えることのできる場となっており、若者の地元還流のため、
2023年度より対象企業を広域圏に拡充し、政策開発部との部局間協奏のもと実施する。

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、就職活動解禁前の学生等を対象に、雇用の安定と市内企業への就職を
図るため、企業と学生等が交流する機会を設けることを目的とした事業である。
　コロナ禍による就職活動の様式の変化により参加者数は昨年度の５割程度となっ
た。しかし、参加者の満足度は高く、参加企業へのエントリー者数も計画値に達して
いる。
　他に同様のコンテンツがある中で、学生のニーズに応えるには、学生側から見てあ
る程度選択肢を増やすことも必要であり、令和５年度においては広域圏に拡充し、政
策開発部との連携も視野に入れているところである。
　市内企業への就職促進は、市内人口の増や税収増に結びつくことから、積極的に行
う必要があるため、他のコンテンツとの差別化を図り、効果的な市内企業の魅力発信
手法を検討するなど、参加学生数の増加につながる見直しが必要である。

ニーズ（小）

その他

人件費

歳出計（総事業費）

ニーズ（小）

代替事業（無）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

　参加学生のうち、75%の学生から高評価を得ている。また、2021年度参加者の参加企業へのエント
リー（採用選考受験意思表示）人数は、23名であり、うち14名が内定を受けた。これは2020年度参加者
の実績を上回っており、地元志向の学生の企業情報収集の好機となり、就職活動に結び付いたと分析し
ている。

ニーズ（大）

ニーズ（大）

○

１　規模・方法の妥当性

５　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

２　公平性

参加企業数

○

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

政策体系

労働情報発信事業

住民意向分析

まちづくり基本指針四次実施計画

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

まちづくり基本指針三次実施計画

Ⅰ「産業・仕事の未来」

まちづくり基本指針五次実施計画

本市事業のアンケート結果によると、ウェブで気軽にどこからでも参加でき、さまざま
な業種の地元企業を知ることができたなど、参加した75％の学生が「満足」との評価を
得ている。

産業観光部 産業雇用政策課

手段 意図（目的）

「新しい生活様式」に対応した就職・採用活動支援のためオンラインによる企業説明会を実施する。
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、十分に業界研究を行えていない状況にある就職活動を控
えた学生等の雇用の安定と市内企業への就職を図るため、企業と学生等が交流する機会を設ける。

2024年度（令和６年度）

マイナビ「2024年卒大学生Ｕターン・地元就職に関する調査」によると、2024年3月卒予定の学生
が、地元就職を希望する割合は、62.6%で前年度と同率となっている。新型コロナウイルス感染症の
影響により地元就職意向が高まっており、物価高騰など経済状況が不透明な状況もあり、引き続きそ
の傾向が続いている。企業側も、新しい働き方が導入され、就職活動の主流はオンラインと対面・合
同を合わせた説明会、面接会が増えており、企業情報等の発信をオンラインにより行うことで、県内
はもとより県外の学生との接触機会が拡大しているが、前段調査結果の学生の意見として、地元企業
の情報不足を挙げる学生もおり、地元の魅力ある企業の情報が、学生側に伝わっていない現状があ
る。

活動指標分析結果
　参加企業数については、オンラインツールを活用した採用広報活動に関心のある企業からの参加希望があったため、昨年度同
様予定数より1社多い参加となった。
　参加学生等実人数については、大学等のキャリアセンター等相談窓口と連携したPRやウェブ閲覧時のバナー広告を利用した開
催告知などを実施したが、計画値を達成することができなかった。これは、本事業の対象となる学生（2024年卒）が大学入学時
からコロナ禍であり、学生同士やOBOGとの交流や情報交換ができないため、通常の就活スケジュールより早く動き、本事業前に
志望業界や企業が決定している学生と就職面接会解禁直前の2月まで就職活動に対する準備が整わない学生と2極化による影響が
でたと分析している。コロナネイティブ学生は、SNS就活という新しいワードができるほどSNSから企業や採用に関する情報を収
集しているため、アフターコロナの学生の傾向を早いうちに見極め、効果的な事業PRを模索する必要があると考える。

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

　新型コロナウイルス感染症の影響は、対面での企業活動を縮小させ、社会
全体がオンラインによる活動へとシフトしている。就職活動においても例外
ではなく、全国的に対面でのインターンシップは規模を縮小して開催する状
況が多数見られ、就職活動中の学生は十分に業界研究を行えない状況となっ
た。また、就労環境もテレワークやワーケーションといった新しい働き方が
導入されるようになってきた。

2020年度（令和２年度）

地方へのＵＩＪターンを希望する学生は、今後も増加することが見込まれるが、学生が
就職活動に要する時間や交通費等が就職活動時の負担と感じており、ＳＮＳ等により情
報収集する学生には、ウェブによる就職活動へのニーズが高まるものと見込まれる。地
方の中小企業は、さまざまな企業情報の中から学生の目に留まるよう、積極的に情報発
信していく必要があり、本市の魅力ある企業と本市での就職を希望する学生とのマッチ
ングの場を提供する必要がある。

（前年度参加者のうち）参加企業へのエントリー（採用選考受験意思表示）者数

県内の高校卒業者のうち大学進学者数

2023年度（令和５年度）
単位

参加学生実人数、エントリー者数

成果指標分析結果

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 10072

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

事業所 15,836

回 8 8 8 8 8 8 8

者 10 10 10 10 10 10

人 100 358 100 110 120 130 120

％ 33 42 35 37 39 41 39

回 75 18 75 75 75 75 75

千円 61

千円 40

千円 14,485 23,402 23,402 23,402 23,402

千円 7,355 2,150 2,150 2,150 2,150

千円 0 0 21,840 25,552 0 25,552 0 25,552 25,552

千円 7,552 18,500 18,500 18,500 18,500

千円

千円

千円 3,267 3,267 3,267 3,267

千円 0 0 14,288 3,785 0 3,875 0 3,785 3,785

千円 0 0 21,840 25,552 0 25,552 0 25,552 25,552

実計区分 評価結果 新規 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○ ○ ○

R4新規

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

3

R4新規

4

4

1 みんなが誇れる「郡山といえばこれ！」という産業があるまち

8.3

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

大綱（取組）

単位コスト（総コストから算出）

単位コスト（所要一般財源から算出）

事業費

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

セミナー参加者数

指標名指標名

産業ＤＸ推進支援体制構築事業採択事業者数

セミナー参加者１回あたりのコスト

受益者負担金（使用料、負担金等）

成果指標③

成果指標②

【人件費】
　正職員３人　7,355千円

一次評価コメント

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

二次評価コメント

【事業費】
・産業DX推進支援体制構築事業委託料　4,002千円
・オンライン活用支援事業補助金　397千円
・e-commerce支援事業補助金　490千円
・DX推進補助金　9,591千円

○

継続

継続

成果指標①

代替事業（有）

代替事業（有）

Google ビジネス プロフィールやLINE公式アカウントを活用した新たな顧客開発
のセミナーやSNS用写真撮影セミナーなど事業者のニーズに沿った内容でセミ
ナーを開催したことにより、想定を超える参加があった。今後も事業者のニーズ
に沿ったるセミナーを開催していく。
なお、産業DX推進支援体制構築事業における伴走支援については、コロナ禍であ
ることや採択事業者の都合により、達成率が低かったことから支援受託事業者と
連携しながら、伴走支援の手法を検討していく。

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、令和４年からの新規事業であり、中小企業のDX化に向けた環境整備を推
進するため、産業DX伴走支援を行うほか、セミナー開催等により普及啓発を図る事業で
ある。
　令和４年度は、オンライン活用支援セミナーを３回、EC支援セミナーを５回開催し、
計画値としていた8回実施している。また、産業DX推進支援体制構築事業採択者数も計画
どおり10事業者であった。伴走支援回数については計画値に及ばなかったが、令和５年
度は、より効果的な伴走支援のための手法を再検討しているところである。
　今後においても、中小企業のDX化に向けた環境整備を推進するため、継続して事業を
実施する。
　なお、成果指標について、活動のアウトカムを適切に表す指標となっていないため、
見直しを検討する必要がある。

ニーズ（小）

その他

人件費

歳出計（総事業費）

ニーズ（小）

代替事業（無）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

成果指標①のセミナー参加者数については、目標を大きく超えており事業の重要性が確認できた。成果
指標②のキャッシュレス決済導入事業者の割合は、42%と目標値を超えており、事業の効果が表れてい
る。成果指標③の産業DX推進支援体制構築事業伴走支援回数については、採択事業者の都合等もあり目
標の25%の達成率となっている。

ニーズ（大）

ニーズ（大）

○

１　規模・方法の妥当性

５　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

２　公平性

セミナー開催数

〇

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

政策体系

産業DX推進事業

住民意向分析

まちづくり基本指針四次実施計画

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

まちづくり基本指針三次実施計画

Ⅰ「産業・仕事の未来」

まちづくり基本指針五次実施計画

郡山商工会議所が実施した令和４年度経営実態アンケート調査によると、ＩＴツールの
導入状況は全国平均と比べて低くなっているほか、ＳＮＳを活用した販路拡大を検討し
ている事業者の割合が高くなっている。ＩＴ・デジタル技術の活用に向けた取組みが進
められている。
また、総務省が公表した令和４年版情報通信白書によると、企業がＤＸを進める上で人
材不足が大きな課題として挙げられており、ＩＣＴ人材の確保が急務となってきてい
る。

産業観光部 産業雇用政策課

手段 意図（目的）

（一社）日本DX推進協会との連携協定のもと、DX推進に向けた体制整備を構築するとともに、各種支援機関と連携
しながら中小企業のDX推進を支援する。

中小企業のDX推進に向けた環境整備を図るとともに、デジタル活用により事業を変革し、売り上げの増加や働き方
改革など経営課題の解決を目指す。

2024年度（令和６年度）

企業におけるＤＸ推進を後押しすべく、様々な施策が推進されており、デ
ジタル化やＤＸへの流れは、国全体の大きな動きとなってきている。
また、新型コロナウイルス感染症や物価高の影響により、企業は事業継続
の危機にさらされており、この危機に対応する中で、デジタル技術の活用
を迅速かつ柔軟に対応できた企業と、対応できなかった企業の差が拡大し
ている。

活動指標分析結果

活動指標①のセミナー開催数は、オンライン活用支援事業3回、e-commerce事業5回の合計8回と目標を達
成している。活動指標②の産業DX推進支援体制構築事業採択事業者数も、10事業者と目標を達成してい
る。

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

ITやデジタルを使ってビジネスモデルの変革を起こし、企業の利益を伸ばす
仕組みを作るデジタルトランスフォーメーションの推進が求められている。
また、DXが進まなければ2025年以降、国全体として最大で年間12兆円の経済
損失が生じる恐れがある。

2020年度（令和２年度）

爆発的に増加するデータを活用し、デジタル競争に勝ち残るため、これまでの商習慣、
決済プロセスなどの変革に、より積極的に取り組む必要がある。

産業ＤＸ推進支援体制構築事業伴走支援回数

キャッシュレス決済導入事業者の割合

市内の中小企業者数

2023年度（令和５年度）
単位

セミナー参加者１回あたりのコスト

成果指標分析結果

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 2470

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

会員 85 79 80

回 24 2 20 8 20 27 20 20 20 20

回 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

団体 72 3 51 3 40 17 40 51 51 51 51 51

回 18,000 13,935 18,000 16,615 15,000 20,972 15,000 15,000 15,000 15,000 18,000 15,000

千円 0.26 0.35 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72

千円 0.26 0.27 0.55 0.72 0.72 0.72 0.72

千円 2,006 3,550 9,299 11,543 11,543 11,543 11,543

千円 1,615 2,310 5,848 5,960 5,960 5,960 5,960

千円 3,621 5,860 15,147 17,503 17,503 17,503 17,503

千円 7 1,314 3,509 4,268 4,268 4,268 4,268

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 91 156 241 241 241 241

千円 3,614 4,455 11,482 12,994 12,994 12,994 12,994

千円 3,621 5,860 15,147 17,503 17,503 17,503 17,503

実計区分 評価結果 拡充 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○ ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

3

4

4

大綱（取組）

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

観光協会ｗｅｂサイトアクセス数1回あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 観光協会ｗｅｂサイトアクセス数1回あたりのコスト

　新型コロナウイルス感染症の影響により、コンベンションのハイブリッ
ト化など、市内外で物産品・特産品のＰＲが限定的である。また、新型コ
ロナウイルス感染症に加え、資源価格の上昇など物価高騰が事業者に大き
く影響を及ぼしている。

対象指標

人件費

8.9
17.17

物産振興関係団体会員数

成果指標③

成果指標②

成果指標①

【人件費】
物産展出展回数の増加と動画作成事業の実施により人件費
が増加した。

活動指標分析結果 成果指標分析結果

ニーズ（小）

○

ニーズ（小）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、市内の物産展、首都圏や姉妹都市等の市外物産展に出展し、来場
者に対し本市の産品をPRするとともに、地場産業の振興を図る事業である。
　令和４年度は、コロナ禍における活動自粛の緩和により、積極的に物産展への
出展回数を増やし、令和３年度を凌ぐ27回の物産展を開催した。その結果、単位
コストは増加しているが、令和５年度は観光協会へ委託することで事務軽減を図
る予定である。
　また、事業者と連携しプロモーション動画を作成し、合計再生数を伸ばすな
ど、着実に物産品の認知拡大が図られている。
　今後においても、市の観光産業及び地場産品の育成・振興を図るため、観光協
会等と連携・分担しながら、継続して事業を実施する。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い中止されていた全国規模のコンベンションや物産展が再開され始
めたことに伴い、案内を受けた物産展には積極的に出展し、出展回数（7回→27回）は、昨年度の実績を
上回った。

【事業費】
物産展出展回数の増加と動画作成事業の実施により昨年度
実績を上回った。

２　公平性

３　効率性

二次評価コメント

継続

２　公平性

代替事業（無）

継続

代替事業（有） 　当該事業は、市内の物産展、首都圏や姉妹都市等の市外物産展に出展
し、来場者に対し本市の産品をＰＲするとともに、地場産業の振興を図る
事業である。新型コロナウイルス感染拡大により中止となっていた物産展
や大規模コンベンションの開催が回復傾向にあったため、積極的に実施し
たことで活動が改善した。
　また事業者と連携しプロモーション動画を製作、YouTube等で配信する
とともにECサイトを構築するなどウィズコロナに対応した取組を行った。
　今後は輸出拡大とインバウンド誘客を含め、新たな販路開拓のため、
JETRO福島、こおりやま広域圏等と連携した事業展開が求められる。

ニーズ（大）

代替事業（有）

○
ニーズ（大）

１　規模・方法の妥当性

一次評価コメント

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

事業費

物産展の出展回数が大幅に増加したことから、出展団体数（物産展0社→17社）が増加した。また、特
産品等プロモーション動画を３本制作し、YouTubeやデジタルサイネージで効果的に配信したことで、
本市特産品等の認知度・好感度を高め、原子力災害に起因する風評の払しょくを図り、販路拡大や誘客
を促進した。（合計再生数　34万回/４ヵ月）

活動指標①

歳入計

物産展等実施回数

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度）

政策体系

単位

　ウィズコロナ時代の新しい生活様式の実践により、これまでの対面による物産展のほ
かECサイト等オンラインを活用した販路の確保が必須となっている。また、こおりやま
広域圏構成自治体やJETRO福島等と連携しながら地場産品の育成や海外販路を含めた販路
開拓が求められる。

今後周辺環境（予測）

物産振興事業

住民意向分析

　物産品等の普及・販路拡大には長期的な取り組みが必要であり、効果的かつ継続した
取り組みが期待されている。

産業観光部 観光課

手段 意図（目的）

　市内の物産展、首都圏や姉妹都市、友好都市などの市外物産展への出展、SNSなどを活用した情報発
信により、本市産品のPRとともに、観光地PRを行い、物産振興と誘客を一体的に進める。

　地場産品を育成し、地域産業の振興を図る。

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

2022年度（令和４年度）
指標名

まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

　震災前（平成22年度）の物産展実施回数は15回だったが、震災後、復興応
援フェアや風評払しょく事業として全国で物産展を実施し、回数が大幅に増
加した。

指標名
2024年度（令和６年度）2023年度（令和５年度）

〇

市債

一般財源等

観光協会ｗｅｂサイトアクセス数(物産トップページ)

物産展等出展団体数

活動指標③

国・県支出金

単位コスト（総コストから算出）

活動指標② 観光協会ｗｅｂサイト物産事業者紹介数

歳出計（総事業費）

Ⅱ「交流・観光の未来」

2 国内外に発信できる、自慢の地域資源があるまち

その他

受益者負担金（使用料、負担金等）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6180

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 1,997,353 1,872,069 2,813,866

件 2 2 3 2 3 5 5 5 5

回 24 0 24 0 10 18 10 10 10 10

人 4,900,000 1,997,353 5,000,000 1,872,069 5,000,000 2,813,866 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000

件 - 11 - 16 12 10 20 22 24 24

円 - 0 - 8,000,000 6,000,000 5,000,000 10,000,000 11,000,000 12,000,000 12,000,000 12,000,000 12,000,000

円 36.8 10.3 8.8 6.4 6.4 6.4 6.4

円 3.5 7.4 7.3 4.2 4.2 4.2 4.2

千円 67,813 11,014 11,339 23,781 23,781 23,781 23,781

千円 5,660 8,270 13,401 8,270 8,270 8,270 8,270

千円 73,473 19,284 24,740 32,051 32,051 32,051 32,051

千円 66,515 4,115 3,205 10,138 10,138 10,138 10,138

千円 0 0 0 0

千円 1,311 1,060 1,060 1,060 1,060 1,060

千円 0 0 0 0

千円 6,958 13,858 20,475 20,853 20,853 20,853 20,853

千円 73,473 19,284 24,740 32,051 32,051 32,051 32,051

実計区分 評価結果 拡充 拡充 継続 拡充 拡充 拡充

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4

4

4

受益者負担金（使用料、負担金等）

まちづくり基本指針

観光客数

事業費

成果指標②

ロケ支援による直接経済効果(概算単価＠500千円×支援件数)

ロケ支援件数

成果指標③

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

指標名
2024年度（令和６年度）

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

観光客数1人あたりのコスト

観光客数

市債

観光資源開発数

2023年度（2023年度）
単位

５類への移行に伴う観光需要の復活、全国旅行支援の終了（6月予定）など国内状況が変
化しており、さらには、2023.3.31に閣議決定された観光立国推進基本計画に基づき、地
域の観光資源を生かした「その地域ならではの体験」の需要が高まってきている。コロ
ナ禍で変化した「旅のスタイル」やコロナ禍で磨き上げた観光資源を武器に、郡山市な
らではの事柄の必要性が求められる

単位コスト（所要一般財源から算出）

人件費

歳出計（総事業費）

2022年度（2022年度）

観光客数1人あたりのコスト

観光誘客事業

住民意向分析

新型コロナウイルス感染症により失われた観光需要の回復や、こおりやま広域圏全体の
活性化のため、新たな観光ニーズに対応した観光誘客施策が求められている。一方、他
自治体であるように住民の生活が不便となるオーバーツーリズムに配慮が求められてい
る。

産業観光部 観光課

現状周辺環境

○

指標名

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

　団塊の世代の退職により観光需要が拡大し、全国的に観光キャンペーンが
盛んになっているため、本市としても誘客宣伝事業を積極的に実施する必要
性が生じた。

大綱（取組）

3 たくさんの人が「また来たい」、「住んでみたい」と思えるまち

8.9
17.17

事業開始時周辺環境（背景）

手段 意図（目的）

観光関係団体（観光協会、観光物産振興協会、コンベンションビューロー等）や、こおりやま広域圏
（並びにこおりやま広域観光協議会）の枠組みを活用し、観光資源の開発や首都圏観光キャンペーンを
実施するとともに、フィルムコミッションの推進により本市及びこおりやま広域圏内への観光誘客を図
る。

こおりやま広域圏の観光資源を最大限に活用し、観光需要喚起を図り、地域経済の活性化を促す。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度）

新型コロナウイルス感染症の影響により、観光地及び観光関係事業者が多
大な影響を受けていたが、2022年度中に徐々にコロナの制限が緩和され、
年度末には、全国でインバウンド旅行者の回復傾向が見られた。また、全
国旅行支援の実施もあり、国内の観光客の増加が見られた。

政策体系

代替事業（無）

Ⅱ「交流・観光の未来」

４　活動指標
（活動達成度）

新しい旅のスタイルに対応した旅行商品の開発を積極的に促すため、開発意欲のある事業者向けの補助金を創設し、
３件の事業者とコンテンツ造成に取り組んだ。「こおりやまフィルムコミッション」として、新たにウェブサイトを
構築し、JFC全国ロケ地フェア2022での商談を行うとともに、ドラマ・映画等のロケ地の案内から撮影までの一気通
貫した支援を実施したところである。
また、17市町村からなる「こおりやま広域観光協議会」の事務局を担い、広域観光ウェブサイトの構築、広域観光ガ
イドブックの制作、PR動画の撮影、埼玉県での広域物産ＰＲ，ＳＮＳ運用など多岐にわたる活動を実施した。

コロナ回復等の外部要因もあり、観光客数については、前年度から比較して大幅に増加したところであ
る。「フィルムコミッション」としては、件数は減少したものの、バナナマンのせっかくグルメや映画
など案件規模が大きくなった。ウェブ等へ掲載する施設の棚卸が進むとともに、2021年度に設立した
「フィルムコミッション」の認知度が上ってきたことが要因と考えられる。なお、放送後の反響から、
直接経済効果だけでなく、観光客や地域住民がその場所を訪れて消費する「間接経済効果」も高いこと
が想定される。

総事業費（事業費・人件費）分析結果活動指標分析結果

１　規模・方法の妥当性

一次評価コメント

国・県支出金

成果指標分析結果

単位コスト（総コストから算出）

今後周辺環境（予測）

首都圏等観光素材及びロケ施設PR実施回数

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

ニーズ（小）

ニーズ（小）

代替事業（有）

○

二次評価コメント

ニーズ（大）

ニーズ（大）

（参考）2022年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、観光関係団体や、こおりやま広域圏の市町村と連携し、観光資源の磨き
上げなどのコンテンツ開発や首都圏観光キャンペーンを実施するなど、こおりやま広域
圏内への観光誘客を推進するための事業である。
　令和３年度に引き続き、観光客数は計画値の500万人には達しなかったものの、積極的
に観光資源の開発やロケ施設PR等を実施したことにより、成果指標は前年度の約1.5倍と
なった。
　また、ロケ支援数は計画値には達しなかったが、案件規模の大きいロケ誘致を10件実
施するなど、経済的波及効果も大きかったものと推測される。
　本事業は広域的な取り組みとしても重要な役割を果たしていることから、継続して事
業を実施する。
　なお、限りある予算、人員の中で効率的に事業を実施するには、同じ観光需要の喚起
を目的とする「インバウンド観光推進事業」も踏まえた事業内容の整理検討が必要であ
る。

【人件費】
次年度以降の効率的な運営・適切な情報発信のため、ウェ
ブサイトを２つ（ﾌｨﾙﾑｺﾐｯｼｮﾝ・広域協議会）構築したこと
により、前年度と比較して大幅に人件費が増加している。
しかし、単位コストは減少傾向にあることから、効率的な
運営が図れている。

一般財源等

歳入計

その他

　前年から引き続き、広域観光の推進、観光コンテンツの開発、フィルム
コミッション事業を実施し、観光客の回復並びに地域活性化を目指した新
たな誘客施策に取り組んでいる。
　2022年度はフィルムコミッション及び広域観光協議会のウェブサイトを
開設し、情報発信に努め、ロケ地フェアでの商談等を実施したところであ
る。特に2022年度は、グルメのロケ支援が多く、放送後の反響から間接経
済効果の高さがうかがえる。
　今後においても多岐にわたる事業を多角的にサポートしながら、継続し
て事業を実施する。

【事業費】
前年度同様の事業費で効果的な事業運営に努めた。単位コ
ストは、減少傾向であり、効率的な事業運営が図れてい
る。

○

継続

継続

代替事業（有）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6522

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 4,115,828 245,900 3,832,110

部 20,000 2,000 20,000 1,165 2,000 2,106 1,500 1,500 1,500 1,500

個 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1

人 13,000 2,930 14,000 991 4,000 1,801 4,000 4,000 8,000 8,000 14,000 8,000

人 1,100 10 1,300 16 100 126 100 500 1,000 1,000 1,300 1,000

千円 4.31 12.16 9.25 1.77 1.77 1.77

千円 2.61 8.75 4.84 1.26 1.26 1.26

千円 7,058 6,876 12,492 12,000 12,000 12,000 12,000

千円 5,562 5,176 4,168 6,000 6,000 6,000 6,000

千円 12,620 12,052 16,660 18,000 18,000 18,000 18,000

千円 3,911 2,322 3,413 6,000 6,000 6,000 6,000

千円

千円 1,062 1,059

千円 4,538

千円 7,647 8,671 8,709 12,000 12,000 12,000 12,000

千円 12,620 12,052 16,660 18,000 18,000 18,000 18,000

実計区分 評価結果 拡充 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

4

4

インバウンド観光推進事業

住民意向分析

市内の宿泊数はコロナ禍前の状況に戻っていない（▲15％・2023.2）こともあり、事業
者支援を引き続き求められている。また、福島空港のチャーター便の就航も予定されて
おり、インバウンド誘客・地域消費への期待が大きい。一方、他自治体であるように住
民の生活が不便となるオーバーツーリズムに配慮が求められている。

産業観光部

対象指標

観光課

外国人宿泊者数（延べ宿泊数）観光庁宿泊旅行統計調査参照

指標名指標名

インバウンド視点の観光コンテンツ開発数

　国は、2016年３月に発表した、「明日の日本を支える観光ビジョン」にお
いて、2020年に訪日外国人旅行者4,000万人達成を目標に掲げ、インバウン
ドを強力に推進している。本市においては、2018年度に策定した郡山市観光
戦略ビジョンにインバウンド推進を基本方針に定めている。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

政策体系

3 たくさんの人が「また来たい」、「住んでみたい」と思えるまち

17.17

2023年度（2023年度）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

手段 意図（目的）

国内外に発信する自慢の地域資源を生み出すため、観光コンテンツの造成を行う。また、多言語観光パ
ンフレットや日本政府観光局（JNTO）に記事広告掲載などの観光PRを実施する。

外国人観光客の観光需要喚起を図り、地域の経済活性化を図る。

2021年度（令和３年度） 2022年度（2022年度） 2024年度（令和６年度）

代替事業（有）
　2022年度は、前年度に引き続き、国・県・民間事業者と連携し、コロナ禍にお
けるコンテンツ造成に注力しており、2023年度においても、コンテンツ整備に加
え、造成したコンテンツをツアー化するため、海外旅行会社等の商談ツアーなど
予定しているところである。
　訪日旅行者の約７０％以上がアジアからの旅行者であることを鑑み、アジアに
向けたインバウンド誘客に向けた集中的な取組を行うとともに、訪日外国人が多
く訪れる場所での多言語化など受入環境の整備や誘客に向けた多角的なプロモー
ションを行うため、拡充により事業を実施する。

新型コロナウイルス感染症の影響により、観光地及び観光関係事業者が多
大な影響を受けていたが、2022年度中に徐々にコロナの制限が緩和され、
年度末には、全国でインバウンド旅行者の回復傾向が見られた。また、全
国旅行支援の実施もあり、国内の観光客の増加が見られた。

観光PR実施国に対するパンフレット配布数

訪日外客数（日本政府観光局発表）

２　公平性

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

○
大綱（取組）

観光案内所外国人利用者数

まちづくり基本指針四次実施計画

　５類への移行に伴う日本水際対策終了、全国旅行支援の終了（6月予定）など国内状況
が変化しており、さらには、2023.3.31に閣議決定された観光立国推進基本計画に基づ
き、インバウンド誘客に向けた集中的な取組が求められる。コロナ禍で変化した「旅の
スタイル」やコロナ禍で磨き上げた観光資源を武器に、郡山市ならではの事柄の必要性
が求められる

事業費

単位コスト（総コストから算出）外国人宿泊者数１人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 外国人宿泊者数１人あたりのコスト

2020年度（令和２年度）

Ⅱ「交流・観光の未来」

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

単位

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

人件費

歳出計（総事業費）

観光庁や環境省の補助金等を活用し、モニターツアーや本番ツアーを実施する等地方誘客に効果の高いコンテ
ンツを整備（猪苗代湖を活用した「静の湖南体験造成事業」や自転車を軸としたイナイチモニターの開催）し
た。また、民間事業者と連携・支援を行い、看板商品等の造成に注力した。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

国・県支出金

一般財源等

歳入計

その他

５　成果指標
（目的達成度）

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 総事業費（事業費・人件費）分析結果

年度末にはインバウンド回復傾向にあったものの、年間を通しては、渡航制限やコロナ禍の状況を受け
たところである。DMO推進事業の中で「こおりやま観光案内所」をリニューアル（R5.3.25）したことに
伴い、2023年度以降のインバウンドを含めた利用者の満足度や「こおりやまからの旅」の提案による利
用者増加が見込めるところである。

成果指標分析結果

ニーズ（大）

一次評価コメント

【事業費】
　当初予算の増額、６月補正予算を計上したことにより、
事業費が倍増。より強力にコンテンツ造成に注力できたと
ころである。なお、国県支出金等を活用したことにより、
事業費ベースで一般財源を微増に留めており、効率的に事
業推進が実施できている。

【人件費】
　事業費が倍増している一方で、人件費は、前年度と比較
して減少しており、効率的な事業運営が図られている。ま
た、単位コストをみても、効果的・効率的な事業の遂行が
図られている。

代替事業（有）

ニーズ（小）

ニーズ（小）

（参考）2022年度カイゼンのための行動計画

○

拡充

○

二次評価コメント

　当該事業は、国内外に発信する地域資源を生み出すため、観光コンテンツの造成を行うとと
もに、多言語観光パンフレットや日本政府観光局（JNTO）への記事広告掲載等、外国人観光客
（インバウンド）に対し観光PRを行う事業である。
　令和４年度は、パンフレット配布数や観光コンテンツ開発数は計画値を上回ったが、外国人
宿泊者数は昨年度より増加したものの、新型コロナウイルス感染症拡大による需要が回復して
いないため、コロナ禍前の水準の13％と、大きく落ち込んだままとなっている。
　また、「静の湖南体験造成事業」や「イナイチモニター」など猪苗代湖を活用したコンテン
ツを整備しており、今後の外国人観光客の動向を注視していくところである。
　国土交通省が示す観光立国推進基本計画においても、観光産業はすそ野が広く、経済効果も
多大であることから、観光戦略を総合的に実施するものとして、インバウンドの回復もその一
つに位置付けており、本市の魅力を幅広く海外へ発信するため、今後も継続して事業を実施す
る。
　なお、同じ観光需要の喚起を目的とする「観光誘客事業」も踏まえた事業内容の整理検討が
必要である。

ニーズ（大）

代替事業（無）

継続

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 2040

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

区画 8 6 1

社 350 146 350 249 350 225 350 350 350 350

回 40 20 40 34 40 57 40 40 40 40

回 2 1 2 1 1 1 1 1 1 1

区画 5 7 5 4 6 6 5 5 5 5 5 5

社 1 0 1 6 5 4 5 5 5 5 1 5

千円 3,962 2,867 4,248 2,867 2,867 2,867 2,867

千円 3,643 2,596 3,886 2,596 2,596 2,596 2,596

千円 4,328 5,972 13,966 5,972 5,972 5,972 5,972

千円 23,407 22,697 28,516 22,697 22,697 22,697 22,697

千円 27,735 28,669 42,482 28,669 28,669 28,669 28,669

千円 2,234 2,713 3,619 2,713 2,713 2,713 2,713

千円

千円

千円 0

千円 25,501 25,956 38,863 25,956 25,956 25,956 25,956

千円 27,735 28,669 42,482 28,669 28,669 28,669 28,669

　 実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

3

4

4

225社、57団体の企業・関係団体への訪問等を行い、企業動向の情報収集に務めた。新型コロナウイルス
による行動制限の緩和により、相手企業や周辺動向を注視しながら積極的に訪問や展示会へのリアル出展
を行った。
企業立地セミナーについては、４年ぶりに対面形式での開催を行い、61社、94名に参加いただいた。その
中で直接工業団地や立地環境の優位性及び観光など様々な項目について参加者へ直接PRすることができ
た。

一次評価コメント

総事業費（事業費・人件費）分析結果

【事業費】
　首都圏での企業立地セミナーの開催や展示会等への出
展、積極的な広報活動などの継続的な企業誘致活動に加
え、各種補助金や税制優遇により分譲区画数は６区画、市
内への進出企業は４社となり、単位コストは4,248千円/件
と増加した。

【人件費】
　対面形式のセミナーや訪問等による誘致活動件数が増加
した結果、一般財源から算出した単位コストは3,886千円/
件となり増加した。

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

２　公平性

継続

代替事業（有）１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

ニーズ（大）

ニーズ（小） ニーズ（大）

代替事業（無）

代替事業（有）

　企業誘致は、雇用の創出や地域経済の活性化をもたらす必須の事業であるが、
企業誘致に即効性のある活動は無い。企業訪問のほか、企業立地セミナーや展示
会などを活用した地道な情報収集や情報発信が必要であるため、企業や業界の最
新の動向を注視しながら効果的かつ効率的な企業誘致活動を継続していく。
　西部第一工業団第１期工区及び西部第二工業団地では順調に分譲が進み、西部
第二工業団地では分譲開始から35年目での完売。西部第一工業団地第１期工区に
おいても商談中の１区画を残すのみとなった。引き続き第１期工区残り１区画の
着実な分譲手続き及び第２期工区のPRに努め、更なる企業誘致へ向けた効果的な
周知が必要となる。

継続 二次評価コメント

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

○５　成果指標
（目的達成度）

ニーズ（小）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、市内への企業誘致活動により、雇用の創出と地域経済の活性化及び税収
の確保を図るものである。
　令和４年度は新型コロナウイルス感染症の拡大により休止していた対面形式での企業
立地セミナーを再開し、現在造成中の西部第一工業団地第２期工区のPRに努めたほか、
継続した企業訪問活動により分譲区画数は６区画、市内への進出企業は４社となり、大
きな成果をあげている。また、各種展示会についてもリアル開催を４回行ったため、事
業費は昨年度から大きく増加した。
　今後においても、企業の進出は、税収の増加や雇用の確保、地域経済の活性化等に大
きく寄与するものであることから、継続して事業を実施する。
　なお、単位コストは分譲区画で除して算出しているが、企業誘致は即効性のある活動
は無く地道な訪問活動が必要であること、訪問活動が市内立地という結果に現れるまで
タイムラグがあることから、分譲区画数で単位コストを表すことは、正しくその年度の
効率性を表していないため、指標の見直しを検討する必要がある。

○

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

５　成果指標
（目的達成度）

産業創出課

本市に立地することの優位性に加え、国・県・市の補助金を積極的に周知し、活用いただいた結果、６
区画の分譲が進んだ。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

手段 意図（目的）

住民意向分析

　企業誘致により、雇用の確保と地域経済の活性化が見込まれることから、多くの企業
の誘致を望んでいる。

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画 まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）
単位

企業訪問活動の実施
郡山市企業立地セミナー等の開催

工業団地等への企業誘致を図る
産業団地開発について、新たな企業立地の場として、既存ＩＣ周辺開発の可能性を検討する

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

成果指標分析結果

　東日本大震災以降、産総研福島再生可能エネルギー研究所及びふくしま医療機
器開発支援センターが開所し、加えて、受皿となる郡山西部第一工業団地の分譲
も順調に進んでおり、国・県等の企業立地補助金や特区制度による税制優遇制度
が企業誘致の後押しとなっている。また、市内企業においても事業拡張等による
移転や増設も見受けられるため、県外からの企業誘致に加え、市内企業の移転等
をバックアップするための受皿整備が必要である。

　リーマンショックにより、世界経済が景気後退し、企業の設備投資の凍
結、拠点の統廃合が相次ぐなど、地域経済に深刻な影響が及んでいた。

事業費

企業訪問等社数

企業誘致可能件数

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

大綱（取組）

単位コスト（総コストから算出）

〇

西部第一・第二工業団地分譲区画数

2020年度（令和２年度）

9.2

2024年度（令和６年度）

単位コスト（所要一般財源から算出） 工業団地分譲１区画当たりコスト

工業団地分譲１区画当たりコスト

その他

人件費

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

郡山市企業立地・産業創出セミナー等の開催

関係機関訪問等回数

歳出計（総事業費）

　国の「津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金」については、補助対象エリアが重
点化されるなど、補助制度においても新たな局面を迎えており、国・県等の動向を注視する必要
がある。また、新型コロナウィルスやウクライナ情勢などから、企業の投資活動は先行きへの不
安などから計画の見直しが懸念されたが、半導体関連を始めとした製造業や2024年問題に対応が
必要な物流業においては活発である。さらに、地方への機能移転やサテライトオフィスやテレ
ワークの導入が見込まれる。また、市内では郡山西部第一工業団地第２期工区の造成が進んでお
り、今まで以上に積極的に企業誘致活動を行う必要がある。

企業誘致活動事業 産業観光部

対象指標

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

指標名

Ⅰ「産業・仕事の未来」

1 みんなが誇れる「郡山といえばこれ！」という産業があるまち

指標名

市内への新規進出企業数（R4～）

国・県支出金

一般財源等

政策体系

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6455

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

事業所
箇所
社

400
16
18

400
16
18

393
16
18

回 50 71 50 71 50 129 50 50 50 50

件 10 12 10 12 10 18 10 10 10 10

5 5 5 5

件 13 17 13 29 13 14 13 13 13 13 13 13

件 1 6 1 25 1 7 1 1 1 1 1 1

件 0 2 1 2 2 2 2 1 2

千円 1,084 441 1,284 53 53 53 53

千円 881 441 1,164 53 53 53 53

千円 9,345 9,556 13,928 13,194 13,194 13,194 13,194

千円 15,582 14,240 19,465 24,024 24,024 24,024 24,024

千円 24,927 23,796 33,393 37,218 37,218 37,218 37,218

千円 4,662 8,129

千円

千円

千円 150

千円 20,265 23,796 25,114 37,218 37,218 37,218 37,218

千円 24,927 23,796 33,393 37,218 37,218 37,218 37,218

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 拡充 拡充

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○ ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

3

4

4

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

まちづくり基本指針三次実施計画

活動指標分析結果 成果指標分析結果

ニーズ（大）

ニーズ（大）

市債

ニーズ（小）

ニーズ（小）

２　公平性

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

３　効率性

１　規模・方法の妥当性

国・県支出金

代替事業（有）

○

継続

代替事業（有）

【事業費】
IURCプログラムによる4都市間相互交流やビジネスセミ
ナーの開催等により、事業費が4,372千円増額となった。
単位コストについても、成果指標が計画を上回る件数と
なったが、事業費が増加したことに伴い、441千円から
1,284千円へ843千円の増額となった。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

共同研究等の件数については、大学等の学術研究機関と市内企業とのマッチングや支援機関と連携した
医療機器開発支援、産総研FREAへの実証実験のフィールド提供等に取り組んだことにより、計画を上回
る成果があった。また、海外との連携件数についても、エッセン市等の大学等とのオンラインマッチン
グやIURCプログラムによるスタディーツアーの開催、展示会への相互訪問等、計画を大きく上回る成果
があった。なお、市内中小製造業のDXについては、支援機関やベンダー企業との連携により、中小製造
業1社がデジタル化に向けた取り組みを開始した。

【人件費】
IURCプログラムによる各種事業の実施や活動指標の件数増
加等に伴い、人件費も14,240千円から19,465千円へ5,225
千円の増額となり、単位コストについても、成果指標が計
画を上回る件数となったが、人件費が増加したことに伴
い、441千円から1,164千円へ723千円の増額となった。

一次評価コメント

産業イノベーション事業

住民意向分析

東日本大震災の被害から復興を目指すため、放射能問題に影響を感じさせない活力ある
産業の創出、地元企業の振興、雇用の創出が求められている。また、原油価格・物価高
騰の影響により、産業構造の変化等に対応した新たな働き方に対する対応が求められて
おり、復旧復興や新たなビジネスへの支援が求められている。

産業観光部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

産業創出課

連携推進事業による共同研究等の数

中小製造業ＤＸ化支援数

指標名指標名

海外展開事業案内に係る企業への紹介件数

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度）

再生可能エネルギーは、世界的な地球温暖化防止と持続可能性実現のためにも不可欠な
産業であり、医療機器産業は少子高齢化が進む中、医療の質の維持向上を担う重要な産
業として今後成長が期待される分野であり、本市においては２拠点施設を核に集積・連
携が進むと考えらる。また、IURCプログラムに基づく、４都市間連携等により、企業同
士や企業と研究研究機関等とのマッチングが見込まれる。さらには、社会環境の変化等
に伴い、産業形態（IoT,DX等）の変革推進が製造業にも求められてきている。

欧州連合（EU)の国際都市地域間協力（IURC）プログラムに基づく、４都
市間連携との交流、FREA及びFMDDSCを拠点とした新産業の創出及びその集
積が期待されている。
郡山地域研究機関ネットワーク形成会議により、地域内の課題解決のため
の具体的な連携を目指す。一方で、市内企業は、原油価格・物価高騰等に
より経営に大きな打撃を受けている。

公的研究機関等との連携推進事業開催数

市内製造事業所数
公的試験研究機関等
金融機関

地域ベンダー等との連携によるＤＸ化数

手段 意図（目的）

市内企業支援のための学金官連携推進・産総研福島再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ研究所(以下FREA)の持つ最エネ関連技術の移転
や連携による企業の技術開発促進・ふくしま医療機器開発支援ｾﾝﾀｰ(以下FMDDSC)を核とした、医療・福祉関連機器
関連産業への市内企業の参入支援・欧州連合の国際都市地域間協力(IURC)ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに基づく、ｴｯｾﾝ市、ｸﾞﾙﾉｰﾌﾞﾙ･ｱﾙ
ﾌﾟｽ都市圏及び豊田市との4都市間連携により、水素、ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝによる地域産業の活性化を図る。

再生可能エネルギー分野及び医療福祉分野を中心とした新たな産業の創出、関連産業の集積及び育成を
目指す。

2024年度（令和６年度）

政策体系

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）
単位

○
大綱（取組） Ⅰ「産業・仕事の未来」

1 みんなが誇れる「郡山といえばこれ！」という産業があるまち

8.2
8.3
9.b

２つの拠点施設「FREA」及び「FMDDSC」の立地が決定し、この拠点施設を活
用した産業政策が必要となってきた。
また、エッセン市との都市間協力に関する覚書締結による「再生可能エネル
ギー分野」「医療機器産業分野」での連携を推進する。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

まちづくり基本指針四次実施計画

郡山地域研究機関ﾈｯﾄﾜｰｸ形成会議の構成機関への個別訪問や東北大学未来科学技術共同研究ｾﾝﾀｰとの連絡
会議の開催等、これまで継続して実施してきた取り組みに加え、川崎市等の県外自治体との交流を図った
ことにより、県外の支援機関等との合同企業訪問の機会が新たに創出される等、公的研究機関等の連携件
数が大幅に増加した。また、市内企業への海外展開事業の紹介件数については、これまでの取り組みに加
え、IURCﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ関連事業のPR等に伴い、計画値を上回る件数となった。中小製造業のDX推進について
も、支援機関や市内ﾍﾞﾝﾀﾞｰ企業と共同で市内企業を個別に訪問し、製造現場の課題を抽出するとともに、
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術を活用した改善案を提案する等、DX推進に向けた支援を継続して実施した。

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

海外（産産・産学等）との連携数

人件費

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）連携推進事業の参加者１人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 連携推進事業の参加者１人あたりのコスト

事業費

一般財源等

歳入計

二次評価コメント

代替事業（無）

○

継続 （参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、市内に立地する研究機関や海外都市との協力プログラム等と連携し、再生可能エネル
ギー分野及び医療福祉分野を中心とした新たな産業の創出、関連産業の集積及び育成を推進するため
の事業である。
　令和４年度は川崎市との新たな交流をはじめ、公的研究機関等との連携件数が大幅に増加し、また
DX推進に向けた支援では、中小企業１社がデジタル化に向けた取り組みを開始するなど、着実に実績
をあげている。
　地球温暖化防止に重要な役割を担う再エネ産業や、少子高齢化が進む中、医療の質の維持向上等を
担う重要な産業として今後成長が期待される医療機器産業を支援する、FREAやFMDDSC等の研究機関
の立地など、本市の恵まれた環境を最大限に活かした産業の活性化は今後ますます重要性を増して行
くものと予想され、そのため本事業は効果の高いものであるため、今後においても継続して事業を実
施する。
　なお、IURCプログラムによる4都市間相互交流やビジネスセミナーの開催等により事業費は増加
し、研究機関等との連携実績が昨年度より低下したことにより、単位コストは大きく上昇した。単位
コストについては、事業の効率性を正確に表す指標となるよう見直しを行う必要がある。

市内企業支援のための産学金官連携やこおりやま広域圏に立地する支援機関・研
究機関との連携、及びIURCﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる4都市間連携の促進等により、再ｴﾈや医
療福祉分野等への参入支援等を実施した。
各種支援機関や学術研究機関との連携を積極的に進めたことにより、市内企業と
大学等とのﾏｯﾁﾝｸﾞや医療機器関連製品の開発件数が増加した。また、IURCﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑによる4都市間相互交流促進やﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾐﾅｰの開催等により、海外との連携件数も
計画値を大きく上回る成果があった。中小製造業のDX推進については、地元ﾍﾞﾝ
ﾀﾞｰ企業や支援機関と連携し、製造現場のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化を支援をしており、今後もDX
に取り組む企業を増やすため、継続して取り組みを進めていく。次年度以降につ
いても、産学金官連携や海外を含めた地域間連携の枠組みを活用し、新事業・新
産業の創出、再エネ・医療関連産業の育成・集積を図っていく。

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6490

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

ｈａ 0 0 0

件 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0

回 2 0 2 0 2 0 1 1 1 1

件 10 24 10 23 10 10 10 10

件 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 0 3

件 1 1 1 0 1 1 1 1 1 1

千円

千円

千円 0 7 15 65 65 65 65

千円 2,100 1,507 1,704 1,507 1,507 1,507 1,507

千円 2,100 1,514 1,719 1,572 1,572 1,572 1,572

千円

千円

千円

千円

千円 2,100 1,514 1,719 1,572 1,572 1,572 1,572

千円 2,100 1,514 1,719 1,572 1,572 1,572 1,572

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○

1

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

1 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

把握できない

4

成果に至って
いない

政策体系

Ⅰ「産業・仕事の未来」

成長産業関連企業の誘致

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

単位

単位コスト（総コストから算出）

－
大綱（取組）

単位コスト（所要一般財源から算出）

事業費

人件費

歳出計（総事業費）

国・県支出金

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度）

メディカルクリエーション推進事業

活動指標②

活動指標①

対象指標

1 みんなが誇れる「郡山といえばこれ！」という産業があるまち

手段 意図（目的）

医療機器等の成長期待分野を中心とする関連企業や研究機関等の集積を図るため産業団地開発構想を策
定する。

医療機器等の成長期待分野を中心とする関連企業や研究機関等の集積を図る。

2024年度（令和６年度）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針四次実施計画

2022年度（令和４年度）

産業創出課産業観光部

　「ふくしま医療機器開発支援センター」の開所や「郡山富田駅」の開
業、県中児童相談所の区域内への移転整備計画など、当該エリアの土地の
利活用に向けた動きが活発になってきている。
　また、国・県において示された世界最先端の健康立国、全国トップレベ
ルの健康長寿県の実現を目指す取り組みや、本市においても「健康」を
キーワードに先導的な取り組みを行う「郡山市SDGｓ未来都市計画」を策
定するなど、健康・医療に関する取り組みが顕著になってきている。

まちづくり基本指針五次実施計画

8.2
8.3
9.b

指標名指標名

懇談会の開催

　これまでの産業に代わり、新たな成長分野での潜在需要に着目した新規事
業化の動きとそのための国内設備投資（拠点新設等の国内立地）が徐々に増
加傾向である。

ニーズ（小）

成果指標③

成果指標②

住民意向分析

　医療関連企業等と周辺に立地する学校・病院との融合や地域との連携により、多様な
人々が集う高次学術産業の集積を図りたく、「基本構想2.0」で取りまとめたエリアに求
められる機能としては、医療関連産業集積機能以外に、商業・業務機能や緑地・憩い空
間機能、アクセス機能、交流促進機能などが挙げられている。

医療機器関連企業支援相談数（件）

成果指標①

活動指標③

2023年度（令和５年度）

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

産業団地開発構想の策定（地区計画）

開発面積

2021年度（令和３年度）

医療機器登録数（件）

　医療機器分野は高齢者人口の増加等を背景に市場の着実な拡大が見込まれ、中長期的
な市場の拡大が予測される。
　当該エリアにおいて、医療機器関連産業分野を中心とする新たな産業の集積拠点の形
成がなされると、「ふくしま医療機器開発支援センター」との連携により、健康・医療
に関する取り組みを進めるうえでの県内の拠点となり得るとともに、「こおりやま広域
連携中枢都市圏」における医療・福祉機器産業等との連携が期待される。

【事業費】
　昨年度に続き新型コロナウイルス感染症の影響を鑑み懇
談会の開催を延期したが、県との土地利用に関する協議回
数が増えたため、旅費交通費が増となり事業費が増額と
なった。

【人件費】
　県との土地利用に関する協議回数が増えたため、人件費
が増加した。

まちづくり基本指針三次実施計画

二次評価コメント

ニーズ（大）

　「郡山市医療機器産業集積懇談会」については、新型コロナウイルス感染症の影響を鑑み、R4年度の開
催を見送ることとなったため、開催実績は無い。
　メディカルヒルズ郡山基本構想の実現に向けた福島県との調整については、継続して協議を進め、県有
地の売却に至った。
　地区計画については、具体的な策定には至っていないが、今後県有地落札者である一般財団法人脳神経
疾患研究所を含めた共同事業者が策定することとなる。また、医療機器関連企業に対する具体的支援とし
て、マッチング支援や専門家紹介など23件の相談を行った。

１　規模・方法の妥当性

完了

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費（事業費・人件費）分析結果

　県有地が条件付き一般競争入札で売却されたことにより、メディカルヒルズ郡山基本構想の実現に向
けて、着実に進展している。
　また、医療機器関連産業への新規参入の促進や事業化に向けた支援による、新たな医療機器の開発・
登録はなかった。

２　公平性

一次評価コメント

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、「ふくしま医療機器開発支援センター」を核とした医療機器等の
成長期待分野を中心とする関連企業や研究機関等の集積を図る事業である。
　地区計画は、令和4年度に県有地を落札した一般財団法人脳神経疾患研究所等
による共同事業者が策定することになった。今後は当該事業者を中心に関連企業
や研究開発機関等の集積が進められることとなるため、令和5年度で当該事業を
完了する。
　なお、高齢者人口の増加等を背景に、医療機器関連産業の着実な市場拡大が見
込まれる中、医療機器開発支援機関が立地する同地区の強みを生かし、継続して
医療機器関連産業の集積を高めていくことは重要であることから、医療機器関連
産業の集積を図るため実施している産業イノベーション事業の中で、メディカル
ヒルズ郡山基本構想2.0の進捗管理等を進めていく必要がある。

完了

一般財源等

その他

代替事業（無）

ニーズ（大）

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

２　公平性

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

ニーズ（小）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

○

　地区計画については、県有地落札者である一般財団法人脳神経疾患研究
所を含めた共同事業者が策定することとなる。
　本事業の目的である、医療機器等の成長期待分野を中心とする関連企業
や研究機関等の集積について、民間事業者による開発促進が見込まれる目
処が立ったため完了とする。

代替事業（有）

○

代替事業（有）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 10023

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人
事業所
箇所

303,722
400
16

303,722
400
16

306,236
393
16

回 2 3 2 4 2 3 2 2 2 2

件 30 32 30 42 30 32 30 30 30 30

件 15 5 15 11 15 16 15 15 15 15

件 2 18 2 10 2 28 2 2 2 2 2 2

件 100 133 100 115 100 112 100 100 100 100 100 100

千円 121 169 169 162 162 162 162

千円 121 160 155 162 162 162 162

千円 871 2,152 3,666 6,560 6,560 6,560 6,560

千円 17,420 19,000 19,978 15,000 15,000 15,000 15,000

千円 18,291 21,152 23,644 21,560 21,560 21,560 21,560

千円 63 1,981

千円

千円

千円 1,130

千円 18,228 20,022 21,663 21,560 21,560 21,560 21,560

千円 18,291 21,152 23,644 21,560 21,560 21,560 21,560

　 実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 拡充

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○ ○

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

3

4

4

大綱（取組）

代替事業（有）

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）

単位コスト（所要一般財源から算出）

事業費

○

活動指標分析結果

大手メーカーやベンチャー企業等とこおりやま広域圏内企業とのマッチング事業の開催に加え、中央工業
団地に立地する企業を中心としたオープンファクトリーを県内では初めて開催する等、企業間交流の促進
に向けた取り組みを積極的に進めた。また、各種事業のPRや個別説明のため、支援機関と連携し、企業訪
問を行うとともに、知財授業や発明工夫展への出品呼びかけ等に伴う学校訪問を行う等、知的財産の活用
推進に向けた取り組みを推進した。
以上の活動により、①から③のすべての指標において計画を上回る成果となった。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

現状周辺環境

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

意図（目的）

協力協定を締結している日本弁理士会や「郡山地域研究機関ネットワーク形成会議」及び「学術連携推進会議」の
構成団体並びに大企業や関連自治体と連携し、知的財産に関する普及啓発から中小企業における利活用までを一体
的に支援する。

知的財産に関する普及啓発、人材育成及び知的財産の利活用に向けた支援を推進し、企業の「稼ぐ力」を向上させ
ることを通じ、地域の活性化及び産業の振興を図る。

2024年度（令和６年度）

○

継続

継続

代替事業（有）
知的財産に関する普及啓発、人材育成及び知的財産の利活用に向けた支援を継続
することで、市内企業に対して受託生産型企業から自社製品の開発等に取り組む
開発提案型企業への転換を後押しした。
各種支援機関と連携し、企業訪問を行いながら、知財事業に係る個別説明を実施
したことにより、産産連携・産学連携の件数が計画値を上回る成果となった。
また、市内学校を対象とした知財授業や発明工夫展への出展促進等、学校との連
携を進めたことにより、計画を上回る出品数につながった。
今後も中小製造業の製品開発や技術力の高度化、高付加価値化等を支援するた
め、継続して知財事業を実施する。

本市の産業を取り巻く環境が大きく変化する中、企業が成長を続け、新た
な価値を生み出していくには、知的財産等を活用できる研究開発型企業へ
の進展と次代を担う創造性豊かなものづくり人材の育成が急務である。日
本弁理士会との協定や神奈川県川崎市との連携により、知的財産の活用に
よる企業支援、地域の活性化や産業振興が求められている。

マッチング事業等の開催

①小学生以上の人口
②市内事業所
③研究機関等

発明工夫展出品件数

○

マッチング事業等参加者1名あたりのコスト

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）
単位

マッチング事業等参加者1名あたりのコスト

成果指標分析結果

知的財産活用推進事業

住民意向分析

本市の産業を取り巻く環境の変化に対応し、企業がより一層競争力を高め、持続的に発
展していくための、研究開発型企業への進展や次代を担うものづくり人材の育成が求め
られている。

産業観光部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

産業創出課

産産・産学等の連携数

発明工夫展事業説明・出品促進件数

指標名指標名

産産・産学連携のための企業訪問件数

知的財産の創造、保護及び活用に関する施策を集中的かつ計画的に推進する
ため、平成15年3月、内閣に知的財産戦略本部が設置され、毎年知的財産推
進計画が策定されている。
郡山市は平成30年2月に日本弁理士会と「知的財産の活用による地域の活性
化と産業の振興のための協力に関する協定」を締結した。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度）

福島県の福島県知財戦略推進計画や日本弁理士会による福島知財支援計画といった知的
財産を活用した地域活性化、産業振興の取り組みが強化されている。そのような中で、
産学金官連携による企業支援ネットワークの構築や企業訪問に加え、発明工夫展の開催
等による次代を担うものづくり人材の育成が求められる。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景）

手段

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

代替事業（無）

二次評価コメント

ニーズ（大）

ニーズ（大）

まちづくり基本指針

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、協定を締結している各種団体や、企業等と連携し、知的財産に関する
普及啓発、人材育成及び中小企業における利活用までを一体的に支援し、企業の「稼
ぐ力」を向上させ、地域の活性化及び産業の振興を図る事業である。
　令和４年度は、マッチング事業2件の開催に加え、県内では初となる中央工業団地
に立地する企業を中心とした「オープンファクトリー」を開催し、これら活動の中で
個別商談まで進んだものが28件あった。
　中小企業の成長には、知的財産を活用した付加価値の高い製品の開発や、域内企業
との連携による共同開発などは有用であり、そのためには地道な訪問やマッチングの
場の提供は有効な手段であるため、今後も継続して事業を実施する。
　なお、単位コストについては、事業の効率性を正確に表す指標となるよう、見直し
を検討する必要がある。

ニーズ（小）

ニーズ（小）

【事業費】
県内初開催となるオープンファクトリー郡山の実施等に伴
い、事業費が2,152千円から3,666千円へ1,514千円の増額
となったが、成果指標数が増加したことに伴い、単位コス
トは昨年度と同額の169千円となった。

【人件費】
活動指標、成果指標ともに計画を上回る成果が得られてお
り、活動量が増加したことに伴い、人件費も19,000千円か
ら19,978千円へ978千円の増額となったが、成果指標件数
が増えたことに伴い、単位コストは160千円から155千円へ
5千円の減額となった。

一次評価コメント

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

総事業費（事業費・人件費）分析結果

産産・産学等の連携数については、マッチング事業等のPRや個別説明のための企業訪問等を実施したこ
とにより、計画を大きく上回る28件の成果となった。また、発明工夫展出品件数については、学校訪問
等による個別説明の実施や、ものづくりに注力している参加校の協力により計画を上回る112件の出品
があった。

まちづくり基本指針三次実施計画

政策体系

Ⅰ「産業・仕事の未来」

1 みんなが誇れる「郡山といえばこれ！」という産業があるまち

9.b

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

人件費

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）


